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「第４次宮崎県障がい者計画」の令和５年度における 

推進状況（概要版） 

 
 
１ 計画の概要 

  「宮崎県障がい者計画」は、障害者基本法第１１条第２項の規定に基づ

き、本県における障がいのある人のための施策に関する基本的な計画であ

り、平成３０年度に「第４次宮崎県障がい者計画」（計画期間：平成３１

年度から令和５年度までの５年間）を策定したものである。 
 なお、昨年（令和５年）度、令和６年度から令和１０年度までの新たな

５年間の計画として、「第５次宮崎県障がい者計画」に改定している。 
 

 基本目標  

「障がいのあるなしによって分け隔てられることなく地域でともに生きる社会づくり」  
～ 誰もが地域社会の一員として、お互いを理解し、支え合い、自立・活躍できる

地域社会の実現を目指して ～ 
 

 施策推進の視点  

①社会のあらゆる場面におけるアクセシビリティの向上 
  ②地域資源の有効活用・分野横断的な連携による支援 
  ③社会生活の充実及び障がいの特性等に応じた多様な自立の支援 
  ④安全・安心で充実した生活環境の確保 
 

 施策の体系（９項目の分野別施策） 

①啓発・広報 

②生活支援 

③教育・育成 

④保健・医療 

⑤雇用・就業、経済的自立の支援 

⑥情報・コミュニケーション 

⑦生活・環境 

⑧福祉を支える人づくり 

⑨行政サービス等における配慮 

資料１－１ 
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２ 令和５年度における主な取組 

分野別施策 具体的な取組状況 

啓

発

・

広

報 

１ 差別の解消

及び権利擁護

の推進 

＜①障がいを理由とする差別の解消の推進＞ 

・ 障がい者差別解消への理解を深めるための研修会を県内

３か所で実施 

・ 障がい者差別に関する相談員１名を県身体障害者団体連

合会内に配置。相談内容に応じて民間事業所等に対し、働

きかけや啓発活動を実施【相談件数：１４件】 

＜②権利擁護制度等の活用促進＞ 

・ 「宮崎県障がい者権利擁護センター」を設置運営すると

ともに、「宮崎県障がい者虐待防止・権利擁護連絡会議」

を開催し、障がい者虐待防止に係る関係機関との情報共有

や連携協力体制を整備 

２ 啓発・広報

活動の推進 

・ 障害者週間（１２月３～９日）での啓発活動を実施【啓

発チラシ・ティッシュ、福祉施設制作物の配布など】 

・ 障害者週間の啓発活動として「こころのふれあうフェス

タ２０２３」（県内から集まった障がいのある方々のステ

ージイベントと講演会など）を開催【入場者：約３５０名】 

 

 

 

 

 

 

 

生

活

支

援 

 

 

 

 

 

 

 

１ 地域におけ

る相談体制の

充実 

・ 相談支援事業所の従事者の養成のための研修（初任者・

現任）を実施【修了者２４２名】 

・ 各市町村の相談支援機能の充実に向けた広域的な支援と

して、宮崎県障がい者自立支援協議会（相談支援部会）主

催による研修会及び意見交換会を実施【参加者：２６市町

村９６名】 

２ 在宅サービ

ス等の充実 

＜(2) 居住の場の確保＞ 

・ 社会福祉法人等が行う障害福祉サービス事業所（グルー

プホーム等）の施設整備に対する補助を実施【グループホ

ーム新設１件】 

・ バリアフリー化された既存の県営住宅４戸の改善（室内

の段差解消や浴室・トイレへの手摺設置など）及び県営住

宅の入居者募集における障がい者世帯を優先入居の対象と

した入居者選考の実施 

＜(5) 重度障がい者施策の充実＞ 

・ 県指定短期入所事業者数：６５事業所 

・ ショートステイ（短期入所）事業のサービス提供量： 

４，３５１人日分 
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生

活

支

援 

＜(8) 各種障がいへの対応＞ 

・ 発達障害者支援センターにおける相談支援件数 

【３，５４２件】 

・ 高次脳機能障がい支援拠点機関において相談支援を実施

【相談件数：１６８件（県身体障害者相談センター： 

１４４件、宮崎大学医学部附属病院：２４件）】 

・ 高次脳機能障がい者のための通所教室を開所（全２４回、

２教室）【修了生：１０名】 

・ 高次脳機能障がい実態把握調査の実施 

３ スポーツ、

文化芸術活動

の振興 

＜(2) スポーツ活動の振興＞ 

・ 第２２回宮崎県障がい者スポーツ大会の実施【７０３名

参加】及び特別全国障害者スポーツ大会「燃ゆる感動かご

しま大会」への選手派遣【３５名、金１４個・銀１１個・

銅１４個】 

・ 全国障害者スポーツ大会で実施される団体競技（本県チ

ーム未整備競技５種目を含む、うち２種目は令和５年度チ

ーム結成済み）の体験会等を開催【選手総計３４２名参加】 

 

 

 

 

 

 

 

 

教

育

・

育

成 

 

 

 

 

 

 

 

１ 障がい児支

援・育成施策

の充実 

＜(1) 障がい児支援の充実＞ 

・ 在宅の障がい児等の地域での生活を支援するため、身近

な地域で必要な訓練や相談などの療育支援が受けられる

「そうだんサポートセンター」を設置【施設数：１３施設

（うち３施設は宮崎市所管）、支援件数：３，１８６件】 

＜(4) 重症心身障がい児（者）、医療的ケア児への対応＞ 

・ 医療的ケア児やその家族の住み慣れた地域での生活を支

援するため、医療的ケア児支援センターを設置【相談件数

：１０４件】 

・ 医療的ケア児を対象とした短期入所等の新たな実施又は

受入人員の拡大を目指す医療機関等に対し、医療機器等の

購入や施設整備に要する費用の一部を補助【補助件数：５

件（増床のための改修工事など）】 

２ インクルー

シブ教育シス

テム（障がい

者を包容する

教育制度）の

構築 

＜(2) 学校等の校内支援体制の充実＞ 

・ 「学校の特別支援教育力」の向上のため、県内７エリア

の巡回支援と研修を実施【巡回支援（エリアコーディネー

ター３８９回、通級拠点校通級担当者９９回）、エリア研

修１８回１，６９４人参加】 

・ 平成３０年度に制度化された高等学校における「通級に

よる指導」（※）では、令和５年度新たに１校１教室を新
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教

育

・

育

成 

設し、更なる支援の充実を図った。 

 ※「通級による指導」とは、通常の学級に在籍する生徒が、ほとんど

の授業を通常の学級で受けながら、障がいによる困難さに応じた特

別な指導を通級指導教室で受ける教育の形態をいう。 

 

３ 教育指導の

充実 

＜(2) 特別支援教育の視点を生かした学校経営＞ 

・ 各学校の教育課題の内容に応じて、大学、関係機関、事

業所等の専門家を各学校が選任し、必要な時期に訪問を依

頼し、教職員と連携しながら、学校の課題解決を図る「学

校支援アドバイザー」の派遣を実施【派遣校（１０校）、

派遣回数（２５回）、外部専門家（１３名）】 

≪活用事例≫ 

視覚障がいのある生徒に対する歩行指導について、事業所や歩行訓

練士を活用 など 

４ 教育環境の

整備 

＜(1) 安全・安心な教育環境の整備＞ 

・ スクールバス導入校に対して、スクールバスに係る安全

装置の装備についての国のガイドラインや安全管理マニュ

アルを示し、安全装置設置完了を確認 

＜(2) 学びを支援する学習環境づくり＞ 

・ 障がいのある児童生徒におけるＩＣＴ機器活用の有用性

について、研究指定校３校において授業公開を行い、支援

機器としてのＩＣＴ活用について情報を共有 

保

健

・

医

療 

２ 医療サービ

スの充実 
＜(1) 医療提供体制の整備＞ 
・ 重症心身障がい児（者）医療・療育サービス向上のため、

医師・看護師等の人材確保・育成、医療技術や指導訓練等の

調査研究を実施 
・ 県立延岡病院への出張診療（月１回）や県北巡回相談を

実施【（出張診療）受診者数：３２名、（県北巡回相談）

利用者：１５９名】 
３ 精神保健対

策の推進 
＜(1) 精神医療体制の確立＞ 
・ 緊急な医療を必要とする精神障がい者等のための輪番制

による精神科救急医療体制を整備【相談・来院件数：５９

１件】 
４ 難病患者等

への施策の推

進 

・ 県障がい福祉課及び各市町村の障がい福祉主管課にてヘ

ルプマーク交付【交付数：２，０２３個】 
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の
支
援 

１ 一般就労支

援施策の充実 
＜①雇用の場の拡大＞ 
・ 企業と障がい者が就職のための面談を行う「ふれあい合

同就職面接会」（主催：ハローワーク、県）を開催【参加

者数３６１名、企業８４社】 
＜②就職相談、職場定着支援の推進＞ 
・ 障害者就業・生活支援センターによる相談支援等【支援

対象者４，２２８名、就業面に関する助言１０，６１９件、

生活面に関する助言１，５６１件、職場定着支援２，４８

３件】 
２ 一般就労が

困難な障がい

者への就労支

援 

・ 就労継続支援事業所の指定【件数：２３件】 
・ 就労継続支援事業所に対して工賃向上支援チームを派遣

し、工賃向上に係る支援を実施【１０事業所】 
・ みやざきの強みを活かした農福連携等支援事業として、

就労継続支援事業所に対して農業の専門家を派遣し技術指

導を実施【２事業所】 

情
報
・

 

１ 意思疎通支

援の充実 

・ 手話通訳等派遣事業（手話通訳者又は要約筆記者の派

遣）を実施【派遣回数：５回、派遣人数：１５人】 
２ 情報取得・

利用のしやす

さの推進 

＜④障がい者へのＩＣＴ（情報通信技術）利用促進＞ 
・ ＩＣＴサポーター養成講座開講【１２回】 

３ 情報提供の

充実 
＜③バリアフリー施設等の情報の提供＞ 

・ 「みやざきアクセシビリティ情報マップ」において、県

内施設のバリアフリー情報の追加・更新を実施【追加掲載

施設：８２件】 

生

活

・

環

境 

１ 人にやさし

い福祉のまち

づくり 

＜(2)バリアフリーの施設づくり＞ 
・ 人にやさしい福祉のまちづくり条例に定める整備基準に

適合した施設に対する適合証の交付【交付数：７件】 
・ 県ホームページ等を利用したおもいやり駐車場制度の普

及・啓発の実施【令和５年度末時点協力施設数：１，２０

７施設】。 

３ 防災・防犯

対策等の充実 
・精神保健福祉センターにおいて、宮崎県災害派遣精神医療

チーム（ＤＰＡＴ）構成員研修会を年１回開催 
・令和６年能登半島地震の被災地支援で本県からＤＰＡＴチ

ーム（２チーム６名）を派遣（令和６年１月２５～２９日） 
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福
祉
を
支
え
る
人
づ
く
り 

１ 専門職種の

養成・確保 
＜①障がい福祉事業等に従事する職員等の養成・確保＞ 
・ 奉仕員等養成事業を実施。 

点訳奉仕員／県内３地区で実施・修了者数 ７人 
朗読奉仕員／県内３地区で実施・修了者数１６人 
手話通訳者／県内７地区で実施・修了者数７２人 
要約筆記者／県内２地区で実施・修了者数 ７人 

行
政
サ
｜
ビ
ス
等
に
お
け
る
配
慮 

１ 行政機関等

における配慮

及び障がい者

理解の促進等 

・ 障がいを理由とする差別の禁止及び合理的配慮の提供に

関して職員が適切に対応することができるよう、「宮崎県

職員対応要領」等の周知 

 

 
 


